
鶴岡市融資あっせん制度 　　　                    (令和８年４月１日～)

資 金 名 資金使途（注2） 貸付限度額 貸付期間 貸付利率 保証料の負担

 申込前３ヶ月(建設業等は６ヶ月)の総売上額又は売上総利益を前年又は前々年の同期と比 年２．３０％（注）

 べた場合の減少の割合（以下「売上等減少率」という。」が１０％以上であり、経営の安 ２,０００万円 ５年以上１０年以内

長期安定  定に支障がある中小企業者で、市内に事業所を有し、１年以上の事業実績があって市税を 　（ただし１,０００      (据置２年以内)

資 金 Ⅱ  完納している者 運転資金 　 万円を超える部分 　　※保証協会利用の

　 の利用は１事業者 　　場合は据置１年以内

 　１回限り）

 ※申請受付は毎年度２月末までとする

　本市に事業所を有し、市税を完納している中小企業者で、経営環境等の変化に対応し、

企業経営の活性化を図るために次に掲げる事業を行う者 設備１０年以内

新事業進出 　○新たな製品の開発や製造を行う場合 運転　５年以内

支援資金 　○新たな商品・サービスの提供を行う場合 ２,０００万円 (据置２年以内)

 ※標準産業分類で現在の中分類と違う分類の事業に進出する場合が対象。 　（ただし運転資金 ※保証協会利用の

 ※申請受付は毎年度２月末までとする 　　は１,０００万円 場合は据置１年以内

　信用保証協会の「創業関連保証」及び「創業等関連保証」を利用する創業者で、 資金は保証協会の

市税を完納している者 　　保証額が限度） 設備　７年以内

創業 運転　５年以内

支援資金 (据置１年以内)

 ※申請受付は毎年度２月末までとする

　本市に事業所を有し、市税を完納している中小企業者で、人手不足に対応するため、

下記に掲げる事業を行うもの。 ２,０００万円 設備１５年以内

人材対応 　　　　○所定外労働の削減や育児休業取得促進など、労働環境改善 設備資金 　（ただし運転資金 運転１０年以内

支援資金 　　　　　のために新規に人員増を図るための事業。 運転資金 　　は１,０００万円 (据置２年以内)

　　　　○人材確保が困難でその対応策として省力化設備等を導入する場合の 　　が限度）

　　　　　設備導入、労働環境改善のための工場棟の改修及び従業員の

　　　　　福利厚生施設等の整備に係る事業。

※申請受付は毎年度２月末までとする

 他の事業者との連携や事業の共同化等により、経営の近代化・基盤強化などに取組む組合

 ◇利子補給制度：支払金利の２分の１又は年利２％のいずれか低い方を借入日

近代化資金 　　　　　　　　 から３年間補給 設備資金 ２,０００万円 １０年以内 設定無し

 ○組合とは中小企業団体の組織に関する法律第３条第１項に規定する中小企業団体(事業協 (据置１年以内)

　 同組合・企業組合等)、商店街振興組合若しくはこれに準ずる任意の商店街組織。組合を

　 設立し事業を実施する場合は、構成企業等の業歴が１年以上であることを要します。

 本市産業の高度化に資することが期待でき、次のいずれかに該当する者 年１．３５％（注）

産業立地  【１号資金】　市内の工業団地等に立地しようとする者 ただし短期プラ

促進資金  【２号資金】　市内に大規模な立地を行う者または県外から新たに市内に立地するもの（ただし、 設備資金 ２０億円 設備２０年以内 イムレートマイ

  　　（山形県との 新たに市内に立地する者は製造業又は山形県企業立地促進補助金を受けて物流 運転資金 （県制度資金 脱炭素社会 運転１５年以内 ナス１．２７５％

  　　  協調融資） 関連施設を立地する者若しくは本社機能を移転する者に限る） 　推進資金第３号との (据置３年以内) 　　　の変動金利。

 【３号資金】　市内の工業団地等に立地している者若しくは２号資金を活用して市内に 　合計で３０億円） 　　　県制度に準拠

　 立地を行った者であって、増設・増築を行う者

（注）令和８年４月１日時点の参考利率となります。
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